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特集1 何のための税制改革なのか

工藤 小泉首相は「経済活性化のための

税制改革」という形で経済財政諮問会議、

政府税調に議論を指示しています。小泉首

相が税制改革に着手した背景をどう考えて

いますか。

加藤 まず、なぜ小泉さんが税制改革に

かける決意を述べたかというと、それは昨

年の12月20日を境に小泉政権の軌道が狂っ

たからです。その日、道路4公団改革のた

めの第三者機関をつくることが決まった。

そこで小泉さんは難問が一段落して、案ず

るより産むがやすしと油断をしたのでしょ

う。だから、それから外務省問題が起きて

も、田中真紀子さんと鈴木宗男さんと外務

省の、単なる3者の内輪もめととらえて、

自分のところへ火の粉が降りかかってくる

ことなどないと高をくくっていたのだと思

います。

ところが、これは大変な判断ミスでした。

官邸と政治家と役人との間で、どこが主導

権を握るかをめぐる争いになっていった。

単なる内輪もめ、ひとり外務省だけにかか

わる問題ではなかったのです。田中真紀子

さんと福田官房長官との間に議論が始ま

り、そこに政治家の鈴木宗男さんがいろい

ろと関係し、そして外務省は田中真紀子さ

んに辞めてもらうということで官僚の権力

を守ろうとした。結局、最後は野上事務次

官も含めて3人とも辞めさせられたから、

いちばん喜んだのは外務省でしょう。これ

でどんな大臣が来ても、自分たちが騒げば

クビにできる、そう考えたと思います。

これはわれわれから見たら、実にとんで

もないことであって、今の外務省に外交を

思うままにされたら日本はどうなるかわか

らない。私に言わせれば、小泉さんはあわ

てて3人一緒にクビを切るべきではなかっ

た。ともかく外務省を改革するための第３

者機関をつくり、本気でやるぞということ

を国民に示すべきだったのです。

工藤 小泉首相が音頭を取って外務省改

革をやるべきだったという主張ですね。

加藤 そう、首相直属の機関をつくる。

それで調べれば、必ず鈴木宗男さんの問題
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が出てくるだろうし、その後、鈴木さんを

切ればいい。田中真紀子さんの場合は、あ

のころは問題がなかったのだけれど、それ

から政策秘書の問題が出たでしょう。田中

さんを切るならこちらの責任を問うべき

で、また野上さんの責任を問うのも時機を

みるべきだった。つまり3人の責任問題は

順々に処理できたはずなのに、それを一挙

に、三方一両損とか何とか言って失敗した。

それから、小泉さんは焦り始めたと思いま

す。

今のところ小泉さんは、経済政策で効果

をあまり出せていません。でも国民は、小

泉さんはハンセン病の問題で頑張った、政

策形成に対しては首相主導で打ち出してい

る。こうした姿勢を評価して経済がよくな

らないのも我慢してきたわけです。

混乱を招いた首相の「抜本的税制改革」

加藤 ところが外務省問題をきっかけに

して、小泉さんに対する国民の視線が急に

厳しくなって、期待感も薄れてきました。

もう少し経済が回復していれば状況は違っ

たのでしょうが、いまだよくなっていない。

そこで小泉さんは再びあわてて「税制改革

だ」と出たわけです。税制改革をして経済

を活性化しなければダメだという竹中大臣

の考えに乗ったわけです。

さらに税制改革の議論が今のような状況

になったのも、もとをただせば小泉さんが

きっかけではないかと思います。小泉さん

が経済財政諮問会議の席で、言葉を間違え

たからです。「抜本的税制改革」と言って

しまった。この言葉ではダメなんです。な

ぜかというと、税制というのは大きく分け

て所得、消費、資産の3つにかかわるわけ

ですが、それぞれにどう税金をかけるかが

問題になります。「抜本改革」といったら、

この3つを全部やることになってしまう。

そうすると政府税調としては、所得税の課

税最低限引き下げをしなくてはと考える一

方、消費税はどうするか、それから資産課

税はどうしたらいいかと、あれやこれやま

とめて考えなければいけなくなる。これは

一筋縄にはいきません。しかも減税をする

ことになったら、税収不足になってしまう

ということで反対するわけです。

経済財政諮問会議は竹中大臣の意向をく

んでいるから、「活性化を重視しなくては」

と思っている。ところが、それは自民党税

制調査会が思っていることでもある。そう

なると、なぜ自民党税調に断りもなく税制

改革をするのかという問題も出てくるわけ

です。諮問会議も政府税調も自民党税調も、

それぞれ自分の立場があるからいろいろ言

うわけですが、この3者を小泉さんは調整

しなければならないのに、ぜんぜん表に出

てきません。出てこなくてはダメですよ。

「税制改革は、今の経済を立て直すために

活性化政策でやります。その間に関係する

税制改革をやりましょう」と、こう言えば

いいのです。

工藤 「活力」というところは別に景気

対策のためにではなく、税構造の問題だと

思いますが。

加藤 税制というのはどんな政策にしろ、

短期、中期、長期とあります。活性化に
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だって、短期、中期、長期がある。それを

ちゃんとわかっていれば何でもないわけだ

し、今は短期の活性化政策をやらなければ

ならない。

問題は、経済財政諮問会議が「公平・中

立・簡素」の「中立」を「活力」にすべき

だと言い出したことです。これは政府税調

にしてみれば、「おかしい」となるわけで

す。なぜならば、これら3つを課税の原則

として守りながら、どうすれば経済の活力

をつくれるかということを考える、これが

活性化なんです。だから、何も「中立」と

「活力」を入れ替える必要などありません。

それは税の原則なのだから。結局、小泉さ

んも竹中さんも税制改革にはあまり自信が

ないから、ここでも焦ってしまったのでは

ないでしょうか。

工藤 小泉さんの税制改革に対する考え

方をどう考えていますか。

加藤 理念そのものが見えませんね。そ

もそも税制改革の理念など、なかったのか

もしれません。小泉さんは経済以外のこと

で支持率が高かったわけで、それが急に落

ち込んでしまったのであわてて経済に手を

入れようとしたのでしょう。しかも「活性

化」に乗って、それをそのまま言えばいい

のに経済財政諮問会議でも政府税調でも

「抜本的税制改革」と発言してしまった。

だから両方で混乱が起きている。

工藤 税制の議論は、これまで政府税調

と党税調が行い、主税局が事務局となって

進められてきたように思います。そこに今

回、新たなプレーヤーとして経済財政諮問

会議が加わりました。諮問会議は大きなフ

レームの議論だけではなく、細かいところ

まで含めて議論しています。

加藤 「抜本的税制改革」に引きずられ

て、やり過ぎになっている感があります。

経済財政諮問会議では、中・長期的な方針

を出せばいいのです。細かいところは政府

税調がやればいい。塩川財務相はそう言っ

ていますね。ところが諮問会議は「抜本的

改革」ということもあるし、また本間正明

(大阪大学教授)さんが中心になっているか

ら細かいところまでやりたくなっているの

かもしれない。それで衝突しているわけで

す。

工藤 税制改革の議論は、経済財政諮問

会議と政府税調、そして今後は党税調が加

わってきます。これらの関係はどう役割分

担をするべきかと思いますか。

加藤 最初にきちんと区別をしておけば

よかったのです。経済財政諮問会議で小泉

首相が言うべきは、「中期・長期的な方針

を出してください」ということだった。政

府税調に対しては、「方針を見ながら、細

かいところの穴をいろいろ埋めてくださ

い」と言うべきでした。それがなかったた

めに、混乱してしまった。

工藤 私は両者の間にはかなりの共通項

があるとみています。ただ、中長期的な抜

本的な改革の方向はかなり一致点もあるの

ですが、当面のデフレ対策ではまだ意見に

差があるような気がしています。

加藤 実は、現在、私は新たな会をつ

くって税制改革の議論をしています。6月

にこういうことをやりましょうというのを

出しますから、それで調整されるだろうと



思います。

2000年7月の政府税調の「わが国税制の

現状と課題――21世紀に向けた国民の参加

と選択」と題した答申は、個別の税の課題

から専門的な分析まで含んでいます。私と

しては、そこから出発して今後の税のあり

方を議論してもらいたかったのですが、

「抜本的税制改革」によって元に戻ってし

まった。そうなると話が長くならざるを得

ず、答えも見いだせず、とどのつまり短期

的政策は間に合わなくなります。

デフレ経済下での税制改革は効果がない

工藤 所得税の問題ではこれまでの所得

税のゆがみの是正、課税最低限の引き下げ、

さらに税率の引き下げが議論されています

が、これに対してはどう思いますか。

加藤 おそらく課税ベースを広げようと

いう話になるでしょう。しかしそうなれば、

所得税を実質的に増税することになりま

す。それは私はまずいと思う。

工藤 でも、つまり税率をフラットにし

ておけば、それで所得税の税収を抑えられ

るのではないですか。

加藤 問題は、今の消費税がフラットで

あることです。消費税が逆進的なら、当然

それを埋めるため、「公平」のために、直

接税で累進的なものがあっていいわけで

しょう。それがなくなってしまうのは、ど

うでしょうか。結局、所得税だけ議論して

も仕方がないのです。そのときは必ず消費

税の問題もあわせて考えなければならな

い。

工藤 今回の税制改革では消費税の議論

に手をつけることまで打ち出せるのでしょ

うか。

加藤 考えてないでしょう。今、消費税

には触れないのではないですか。扶養控除

をどうしようかとか、控除をなるべくなく

すことは以前から税調が考えていたことで

す。それをやっても消費税を考えるところ

までは進めないから、やめておこうという

ことです。所得税が「増税になる」という

こともあまり口には出せない。そうすると、

「活性化」に話を収れんさせるしかない。

そもそもデフレ経済の下で税制を改正す

ることなど、普通ならあり得ないことです。

アメリカのレーガン政権時に減税をしたと

かよく言われますが、あれは「水面から顔

が出ている」経済状況の下で行われたこと

を忘れてはいけない。デフレはその逆で、

「水面の下に顔が沈んでいる」状況です。

そんなときに減税をやっても効果はありま

せん。橋本内閣以来、減税をやってきて効

果が出ないのはそのためで、今またそれを

繰り返そうとしている。

工藤 税制改革の中でその目標として、

原則を「中立」から「活力」に変えるとい

うことを諮問会議は打ち出していますが。

加藤　「公平・中立・簡素」の原則はそ

れでいいのです。その上で経済の活性化に

つながることはできないかと考えればい

い。つまり、必要ないのです。なぜなら、

日本は成長するところへ行っていない。水

面下に沈んでいるのですから。これを忘れ

てはいけません。

最近、新聞で吉田和男(京都大学教授)さ
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んがいいことを言っています。私たちは日

本経済が弱いということを知らなくてはな

らない、というのです。実際、そのとおり

だと思いますね。債権国家だからカネがあ

るようにみえるけれど、それを使えないわ

けですから、弱いということです。今の日

本経済を何かに例えるなら、ありあまるほ

どカネがあるのに、年を取ってよぼよぼに

なってしまって自分では一銭も使えない老

人のようです。

経済活性化のために何をすべきか

工藤 では、経済活性化のため税制をど

のようにすればいいですか。

加藤 まず、証券税制の改革が不十分な

ままですから、そこに手をつける必要があ

ります。証券を活性化するために401Ｋ(確

定拠出型年金制度)を取り入れたのですが、

米エンロンの問題が出てきました。投資信

託が落ち、ＦＦファンドが落ちて、年金で

貯めたカネで株を買おうと思っていた人た

ちがちゅうちょしてしまった。今、「401Ｋ

でもっと株式投資しましょう」といっても、

なかなか活発になりません。

これをどうしたらいいか。例えばドイツ

では、英語で言うところの「エブリマン

ズ・ファンド」というのをつくっています。

エンロンみたいな大きな事件が起きても株

主を助けられるように、普段、利益の中か

ら積み立てておいて、事件が起きたらすぐ

それで補充するのです。そうすると多くの

人は安心して、ファンドにカネを回しても

いいよ、投資資金に回してもいいよという

気になってくる。日本でも同様なことを考

えないと401Ｋは動きません。これについ

ては塩川大臣がわかっておられるから、や

るつもりでいるでしょう。

それから2つ目は、証券の株式の購入が

すごく複雑な仕組みになっているので、手

を入れることです。今は株を買ったら、ど

こでどう買ったか明記することになってい

るけれど、株を買う人というのは、それを

隠しておきたいものです。それなのに名前

を書けというのですから、みんな嫌気が差

して、証券投資が活性化しません。さらに、

主税局が連結納税制度に「付加金」などと

いう妙なものをつけた。連結納税を採用す

れば企業グループ全体の合算した益金に課

税される。そのため、関連企業のうち1つ

でも赤字会社があればグループ全体の益金

が減少して、納税額は個別申告での合計納

税額に比べて少なくて済みます。しかし、

その少なくなった益金に課税して「付加金」

として出せ、というものです。これで今度

は企業が嫌気が差し、「連結納税を選ぶと

不利になる」と言い出している。これでは

株式市場は活性化しないでしょう。

3つ目は資産課税です。土地取引の税金

はもっと安くしていい。譲渡益課税や登録

税、取引課税はゼロにしたらいいと言う人

もいます。土地に取引課税をつけているの

は日本だけです。土地の取引課税はいりま

せん。政府にしてみれば、財産贈与による

税収を相続税の発生まで、あと10年は待つ

ことになります。個人資産1400兆円の65%

は60歳以上の人がもっているわけですか

ら。しかし10年後に税収が上がるよりも、
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今、景気をよくしたほうがいいでしょう。

そのためには贈与税を安くする。相続税な

ら最高税率70%までつきますから、贈与税

を下げて親が生きているうちに子どもに財

産贈与するよう仕向けることです。現在は

年間120万円までの贈与は非課税ですが、

これを1000万円にしてもいいと思います。

そうすると、みんな喜んで子供に資産を渡

すでしょう。

工藤 それで家を買ったり建てたりする

人が増えるという考えですか。

加藤 ええ。そうすれば消費が増え、政

府にカネが入ってきます。このように、10

年後の税収よりも今の税収を考えたほうが

いいという発想は、今、財務省に出てきて

いますね。これは実行できると思うんです。

税制改革による活性化、ということにつな

がります。

工藤 経済の活性化に税制を使うという

考えですね。

加藤 税金を安くして活性化することで

す。これらと同時に、投資減税もやる。さ

らに、ベンチャーに対しては、現在は5年

間非課税ということになっているのです

が、これをアメリカ並みに7年間に延長す

る。新しい企業をつくるベンチャービジネ

スは、収益が出るまでに、たいてい7年は

かかるからです。それなのに日本はすぐ税

金を取るから、発展するところも発展しな

くなってしまう。こういったことが経済活

性化につながっていくと私は思います。

地方自治体は法人事業税を見直せ

工藤 法人税についてはどうでしょうか。

加藤 事業税(地方税)を安くすることで

す。都税特例条例案みたいに、法人事業税

に外形標準課税(銀行税)を導入する、など

というのは私には全く理解できません。今、

東京でも地方でも、法人のおよそ7割は赤

字企業です。外形標準課税というのは、た

とえ赤字を計上しようとも、地方行政の提

供するサービスを受けたのだから、その経

費を分担してくださいという意味で課税し

ようというものです。

私に言わせれば、むしろ7割の会社が赤

字なのだから、法人事業税は下げてやれば

いい。税金が安いとなれば、地方に企業が

集まってくると思います。これで成功した

典型がラスベガスです。

工藤 租税特別措置を全部やめて税率を

下げたらどうかという議論がありますが、

それには反対ですか。

加藤 いや、反対ではありませんが、私

は「難しい」と言っています。つまり、そ

れぞれ特別な理由があって軽減あるいは免

除されているわけでしょう。個人の場合、

もし専業主婦が扶養家族から外れるとなっ

たら、「増税反対」という声が出てくると

思います。そんなことはしないほうがいい。

それよりは法人事業税をどんと安くする。

地方に企業が集まって、経済活性化につな

がるでしょう。

工藤 こうした先行減税は財源の観点か

ら財務省には反発があると思いますが。

加藤 これは財務省に関係ないことです。

ただ、投資減税には抵抗があるでしょう。

大きな減税になりますからね。しかし財務
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省も、今の状況では少しでも税を下げたほ

うがいいという方向は認めていると思いま

す。これは少しでもいいから、下げるべき

です。

工藤 財務省には財政バランスの回復を

税制改革の目標にすべきだという考えがあ

ります。税収が増える方向に変えるという

発想です。

加藤 それは間違いです。デフレ経済で

増税を考えるのはおかしい。まず財務省に

やってもらいたいのは、水面から顔を出し

て息だけはさせてくれ、ということです。

その上でなければダメです。 少し乱暴な

言い方をすると、今のようなまともな経済

ではないときに、まともなことを考えるな

ということです。今は税制改革などしない

ほうがいい。水面からどうやって顔を出す

か、それを考えるのが先決です。

工藤 かつて米レーガン、英サッチャー

両政権は、税制改革を構造改革の戦略とし

て使うという発想がありました。これにつ

いてはどう考えますか。

加藤 間違っていませんが、しかしその

場合は中・長期的にどうするかということ

が前提になってはいけないです。当時のア

メリカでは消費税が入ってないし、イギリ

スは入っていたけれど税率が日本と比べて

20%ぐらい高かった。日本がやるとしたら、

消費税・所得税その他を一緒に見直しをし

ていく必要があります。これは、先ほどの

2000年7月の政府税調答申の結論の1つでも

あるのですが。

工藤 それはいつごろまでやらなければ

と考えていますか。

加藤 先ほど言った私の会合には内閣府

の方も入っていますし、そこと話し合って、

何年までにはこうして、次にはこうしなく

てはならないということを、6月にまとめ

るつもりです。私自身のイメージとしては、

資産課税の減税がまず短期的に行われる。

それから中期的な改革として所得税と消費

税の見直しが行われる。長期的には所得税

減税が行われて消費税が上がるという状況

になる。

工藤 中期的な改革は何年度でと考えて

いますか。

加藤 2010年ぐらいです。その時の基本的

な考え方は、所得税はフラットにし、その

代わり個人申告制を導入する。むろん消費

税も考えます。短期的な資産課税の減税は

2002年から2003年の間に導入して、その効

果を2003年に上げてしまう。

工藤 全体的にはサプライサイドの税制

の改革を重要視した考え方ですね。

加藤 つまり今が水面の下に沈んでいる

状態ですから、顔を出さなくてはいけない

のだけれど、それにはまず「体」をつくら

ないと出てこれないからです。水面の下で、

所得だけ食べて、消費だけ払ってというわ

けにはいきません。

思惑が絡み合う改革論議の舞台裏

工藤 今回の税制改革の混迷のひとつに

は誰が税制改革で音頭を取るのか、分かり

にくくなっているという問題があります。

加藤 先ほど税制改革には経済財政諮問

会議と政府税調と主税局と自民党税調がか
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かわっているという話がありましたが、実

はもう1つ、3党の与党税調というのもでき

ている。それに官邸も含めると、プレー

ヤーは5者になりますね。

これを整理していかなくてはダメです。

諮問会議は官邸主導ではと思われるかもし

れないが、実は別に動いているから困るん

です。諮問会議だからといって諮問だけし

ていて、何も決まらない。

工藤 でも小泉首相自身が諮問会議の議

長で入っています。

加藤 入っているけど、小泉さんが何か

言ったところで、もはやだれも信用しなく

なっていると思います。「わからないやつ

が何を言っているんだ」と思っている人

だっているかもしれません。もし経済財政

諮問会議が官邸主導で動くようになった場

合、問題は主税局がどこへつくのか、だれ

の味方になるのかです。すでに政府税調の

石弘光会長とは少しずつ食い違ってきてい

ます。 これまでは政府税調が中期的政策

を言い、党税調が短期的政策を言い、ある

程度すみ分けができていました。そこに今

回、諮問会議が現れて、これが長期的政策

を言えばよかったのだけれど、中期、短期

のものまで言い始めたから、困ったことに

なったわけです。

工藤 経済財政諮問会議はマクロの経済

運営と財政、それも歳出と歳入を一体的に

やり、また中長期の問題官庁間にまたがる

問題を担当すると思いますが。

加藤 歳入面と歳出面を一緒に論じなけ

ればならないというのはそのとおりで、

やってくれていいのです。ところが政府税

調が、歳入面はこっちでやるよと言ってい

るから噛み合わない。

工藤 極論ですが、政府税調の役割を詳

細設計などに限定するという考えはいかが

ですか。

加藤 そうなったら、税の体系を考えら

れる人がいなくなってしまう。経済財政諮

問会議に税調から本間正明さんが入ったの

はそういった人材が必要だといういきさつ

があったからです。

とはいえ、本間さんひとりではなかなか

会議を動かせない。相手が政治家となると、

学者が4、5人束になってかかっても苦しい

と思います。政治家と修羅場の議論をする

のは、なまはんかなことではいきません。

経済財政諮問会議の民間議員の皆さんは、

まだそんな経験がないでしょうし、私は米

価審議会や土光臨調で経験したから、大変

さがわかるのです。

工藤 そうなると、どこまで竹中大臣が

議論のプレーヤーたちの仕切りをすること

ができるか、そして小泉首相がそれをバッ

クアップするリーダーシップを発揮できる

か、そこにかかってくるのではないでしょ

うか。

加藤 小泉首相はこれからが勝負なんで

す。まず道路4公団改革のための第三者機

関の設置が遅れています。なぜ遅れている

かというと、人選は済んでいるのですが、

まだ名前を出せないからです。今出したら

大変だと思っているのでしょう。これを何

とかしなくてはなりません。

また、郵政改革も何とかしなくてはなら

ない。先ごろの信書便法案は総務省がさま
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ざまな面において監督するとなっていて、

参入一番手と見られたヤマト運輸が断念し

ました。本当はヤマト運輸元会長の小倉昌

男さんと小泉さんとで話がついていた。小

倉さんが入ると言っていたのに、小倉さん

の顔をつぶすわけにはいかないから、ヤマ

ト経営陣が、小倉さんは知らなかったこと

にして参入断念を発表したのです。これか

ら法案をどこまで修正できるかがポイント

です。

そして、公言しているように税制による

活性化ができるかどうか。経済財政諮問会

議が6月末に具体的な基本方針をまとめま

すが、これができるか。先ほどから言って

いる私たちの会での議論とりまとめも、同

じころに一緒に竹中さんへ出します。

工藤 税制改革には歴代の総理も政治生

命をかけて取り組んだものです。小泉さん

にそういう気迫を感じますか。

加藤 今のところ感じません。税のこと

がよくわからないまま、ただ竹中さんが

「やれ、やれ」と言うから、言っただけで

はないでしょうか。今のようなデフレの状

況では、日本を変える税制改革など私はで

きないと思います。

（聞き手は工藤泰志・言論NPO代表）


